
平成３０年度決算に基づく健全化判断比率等について 

 

 

＊＊＊ 健全化判断比率等について ＊＊＊ 

 「健全健全健全健全化化化化判断比率判断比率判断比率判断比率」とは、①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率 ③実質公債費比率 ④

将来負担比率 の４つの指標からなり、それぞれの比率により「健全段階」「早期健全化段

階」「財政再生段階」（④将来負担比率は「財政再生段階」なし）の３つに区分されます。 

 「資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率」とは、水道事業など公営企業に係る会計ごとに算定する指標で、「健全

段階」「経営健全化段階」の２つに区分されます。 

 

 

＊＊＊ 平成３０年度決算に基づく健全化判断比率等について ＊＊＊ 

 本町の健全化判断比率及び資金不足比率は、次のとおりです。  

   

１ 健全化判断比率 

 上三川町の比率上三川町の比率上三川町の比率上三川町の比率    国が定める基準 

平成平成平成平成３０３０３０３０年度年度年度年度    平成２９年度 
早期健全化基準早期健全化基準早期健全化基準早期健全化基準    

（イエローカード）（イエローカード）（イエローカード）（イエローカード）    

財政再生基準財政再生基準財政再生基準財政再生基準    

（レッドカード）（レッドカード）（レッドカード）（レッドカード）    

実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率    － － １３．４６％ ２０．００％ 

連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率    － － １８．４６％ ３０．００％ 

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率    

((((３か年平均３か年平均３か年平均３か年平均))))    
４．４４．４４．４４．４％％％％    ５．０５．０５．０５．０％％％％ 

２５．０％ ３５．０％ 

（単年度） （４．２％） （５．５％） 

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率    －    － ３５０．０％ －－－－    

  

※ 実質赤字比率・連結実質赤字比率は、赤字赤字赤字赤字額がない額がない額がない額がないため算定されません。（「－」で表示しています。） 

※ 将来負担比率は、将来負担残高が計上されない将来負担残高が計上されない将来負担残高が計上されない将来負担残高が計上されないため算定されません。（「－」で表示しています。） 

 

 

 『実質公債費比率（３か年平均）実質公債費比率（３か年平均）実質公債費比率（３か年平均）実質公債費比率（３か年平均）』について、平成３０年度の新規地方債の発行（新規の借金）額が

減少し、法人町民税の増加に伴い標準税収入額が増加したため、指数は改善指数は改善指数は改善指数は改善しましたしましたしましたしました。。。。 

 『将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率』について、基金等の充当可能財源が地方債残高等の将来負担額を上回っている

ため、現状では将来負担をまかなえるという算定から、指数は計上されていません指数は計上されていません指数は計上されていません指数は計上されていません。 



 

 

《実質赤字比率》 

一般会計等を対象とした赤字額の標準財政規模に対する割合。 

 

 

 

 

  ※標準財政規模・・・普通交付税（＝国からの交付金）を計算するうえで算定される、その地方公共団地方公共団地方公共団地方公共団

体体体体のののの標準的な一般財源の収入見込額標準的な一般財源の収入見込額標準的な一般財源の収入見込額標準的な一般財源の収入見込額のこと。財政を分析する際などに、その団

体の財政能力とみなされています。 

 

 

《連結実質赤字比率》 

公営企業会計を含む全会計を対象とした赤字額の標準財政規模に対する割合。 

                                 

 

 

 

 

 

《実質公債費比率》 

一般会計等が負担する公債費及び公債費に準ずる費用の標準財政規模に対する割合。                               

（※3 ヵ年平均値が基準値とされています。） 

 

 

 

 

※基準財政需要額・・・普通交付税を計算するうえで算出される、標準的標準的標準的標準的なななな地方地方地方地方公共公共公共公共団体が団体が団体が団体が一般的一般的一般的一般的

な水準において地方行政を行う場合に要する経費な水準において地方行政を行う場合に要する経費な水準において地方行政を行う場合に要する経費な水準において地方行政を行う場合に要する経費のこと。 

 

 

《将来負担比率》 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合。 

                             

 

 

              一般会計の実質赤字額 

実質赤字比率 ＝                         

                 標準財政規模 

                連結実質赤字額 

連結実質赤字比率 ＝                     

                  標準財政規模 

              公債費等 － （ 公債費等充当特定財源 ＋ 公債費等に係る基準財政需要額算入額 ） 

実質公債費比率 ＝                                                             

                     標準財政規模 － 公債費等に係る基準財政需要額算入額 

              将来負担額 － （ 基金残高 ＋ 将来負担額充当特定財源  

＋ 起債残高等に係る基準財政需要額算入見込額 ） 

将来負担比率 ＝                                                      

                 標準財政規模 － 公債費等に係る基準財政需要額算入額 

ことばの意味 



《早期健全化基準》・・・・・イエローカードイエローカードイエローカードイエローカード 

財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的・計画的にその財政の

健全化を図るべき基準として、健全化判断比率それぞれに定められた数値。この基準以上となった場合、

財政健全化計画を策定し、自主的な改善努力による財政の健全化に努めることとなります。 

 

《財政再生基準》・・・・・・・・レッドカードレッドカードレッドカードレッドカード 

財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の健全化を図ることが

困難な状況において、計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、健全化判断比率（将来負担比

率を除く。）それぞれに定められた数値（早期健全化基準を超えるもの）。この基準以上となると、財政再

生計画を策定し、国等の関与による確実な再生に努めることとなります。この場合、夕張市の例に見られ

るように、市町村民税や公共料金の値上げ、行政サービスの切下げ（公共施設等の休止・廃止・縮小や各

種補助金の廃止・削減等）など、住民の皆さんに多大な負担を強いることになってしまいます。 

 

２ 資金不足比率 

 上三川町の比率上三川町の比率上三川町の比率上三川町の比率    国が定める基準 

平成３０平成３０平成３０平成３０年度年度年度年度    平成２９年度 経営健全化基準 

水道事業会計水道事業会計水道事業会計水道事業会計    －－－－    －－－－    

２０．００％ 公共下水道事業特別会計公共下水道事業特別会計公共下水道事業特別会計公共下水道事業特別会計    ６．４％６．４％６．４％６．４％    －－－－    

農業集落排水事業特別会計農業集落排水事業特別会計農業集落排水事業特別会計農業集落排水事業特別会計    －－－－    －－－－    

 ※ 公共下水道事業特別会計にて、資金不足比率６．４％が算定されました。資金不足比率６．４％が算定されました。資金不足比率６．４％が算定されました。資金不足比率６．４％が算定されました。平成３１年４月からの地

方公営企業法適用にあたり、平成３１年３月３１日で打切決算をしたことにより、算定されたものです。 

 

 

《資金不足比率》 

公営企業特別会計（一般会計とは切り離して、独立採算制をとっています。）の資金不足を、公営企業

の事業規模となる「料金収入」の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示す。 

 

 

 

 

 

《経営健全化基準》 

自主的・計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資金不足比率について定められた

数値。この基準以上となった場合、経営健全化計画を策定しなければなりません。 

ことばの意味 

               資金の不足額 

資金不足比率 ＝                      

                 事業の規模 



３ 結果 

 

 ① 健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率 

全ての比率において、財政再生基準、早期健全化基準を下回っており、健全段階健全段階健全段階健全段階と

なりました。 

 

② 資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率 

公共下水道事業特別会計において、資金不足比率６．４％が算定されましたが、経

営健全化基準（２０％）を下回っており、健全段階健全段階健全段階健全段階となりました。 

 

 

 

 


